
事  務  連  絡  

平成 27 年 11 月 20 日 

各都道府県建設業協会 

専務理事・事務局長 殿

一般社団法人 全国建設業協会

専 務 理 事  伊 藤  淳

(公印省略) 

社会保険未加入対策推進協議会に参加する建設業団体に

所属する会員企業アンケート調査協力のお願いについて（再送依頼）

時下、ますますご清祥のこととお慶び申し上げます。

 社会保険の加入促進につきましては、日ごろから格段のご尽力をいただき感

謝申し上げます。

 先般、平成 27 年 11 月 4 日付け全建労発第 74 号で標記アンケート調査のご協

力について周知いただきますようにお願いしたところですが、本アンケートの

参加企業が少なく、国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働資材対策

室より再度、アンケート調査協力依頼がありました。

 つきましては、別添、国土交通省土地・建設産業局建設市場整備課労働資材

対策室名の「各建設企業の皆様へ」の協力依頼文書、「WEB アンケートの入力
方法」及び「WEBアンケートの画面イメージ」を傘下会員企業に周知いただき、
本調査への協力方よろしくお願いいたします。
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アンケート調査ご協力のお願い 

 
各建設業者団体の皆様におかれましては、平素より国土交通行政の推進にご協力いただ

き厚くお礼を申し上げます。 
さて、このたび国土交通省では、社会保険未加入対策に関連したこれまでの施策の浸透

状況や各建設業者団体に所属する会員企業等の取組状況を把握し、更なる社会保険等への

加入徹底方策を検討していくため、業務委託先である一般財団法人建設業振興基金を調査

実施主体といたしまして、昨年度に引き続き、下記のとおり建設企業の皆様を対象とした

アンケート調査を実施いたします。 
御多忙の折、誠に恐縮ではございますが、アンケート調査の実施・回答につきまして、

会員企業へご周知くださいますよう、何卒、ご協力の程、お願いいたします。 
なお、本調査は、建設業における社会保険等未加入対策に関連する取組の進捗状況の把

握を目的としたものです。調査結果は目的以外に使用することはなく、建設業法等の関係

法令に基づく監督処分や行政指導、立入検査等の対象となることもありません。また、調

査の回答は統計的に処理したうえで活用するため、回答企業が特定されるようなこともあ

りませんので、ありのままをご回答いただきますよう、ご周知いただければ幸いです。 
 

記 
 
１．調査の目的 

各建設企業における以下の現状を把握することを目的に、社会保険未加入対策推進協議

会に参加する建設業者団体に所属する会員企業に対してアンケート調査を行う。 
 

○社会保険等加入状況の確認・指導について 
（加入確認の実態／未加入の場合の対応） 

○法定福利費を内訳明示した見積書について 
（下請企業に対する指導実態／下請企業からの提出有無／提出があった場合の対応など） 
（注文者への提出有無／提出しなかった理由／提出の場合の発注企業の対応など） 
 

２．調査対象 

社会保険未加入対策推進協議会 参加団体に所属する建設企業 など 
（社会保険未加入対策推進協議会における活動の一環として実施いたします） 
 
 
 



３．調査の流れ 

①国土交通省から各建設業者団体にアンケート実施を依頼。 
②各建設業者団体から会員企業に対してアンケートの実施を周知。 
③ＷＥＢアンケートにより、各会員企業から直接回答（回答手順等は別添を参照）。 
④調査実施主体（建設業振興基金）にて集計。 
⑤調査結果は、第５回社会保険未加入対策推進協議会で公表。 

 

４．回答期限 

回答は、平成２７年１１月２４日（火）までに送信ください。 
 
５．問い合わせ先 

社会保険等アンケート事務局  

TEL:03-5259-9146 (平日 10:00-17:00) （平成 27年 11 月 24 日まで） 

 

６．その他 

・アンケート調査の回答方法は、集計作業の関係等により、基本的にインターネットによ

るものに限らせて頂きます。何卒、ご了承下さい。 

・本調査は、各建設企業の取組方針・取組状況を把握することを目的としておりますので、

各建設企業の取組等を統括されている部署のご担当者等においてご回答ください。 

・今回の調査においては、各企業の回答者数を企業の所属団体ごとにとりまとめ、各建設

業者団体の回答者数をとりまとめて公表する予定です。 

・調査内容は「法定福利費を内訳明示した見積書」に関する設問となります。本見積書の

活用については、標準見積書を作成・活用いただいている建設業者団体はもとより、同

見積書を作成していない建設業者団体に所属する会員企業におかれても、活用されてい

ることが想定されます。つきましては、標準見積書を作成していない団体におかれまし

てもできる限り同設問に回答頂くよう、会員企業にご周知ください。よろしくお願い致

します。 
 
 

 
 
 
 
 
 

以 上 

＜担当＞ 
国土交通省土地・建設産業局 
建設市場整備課労働資材対策室 
労働適正化係長  高木 
tel 03-5253-8111 (内線：24828)/fax 03-5253-1555 
E-mail : takaki-h2ya@mlit.go.jp 



 
 

 

 

   

WEB アンケートには、次のような手順でアクセスし、回答して下さい。 

http://www.yoi-kensetsu.com/shakai-r/ 
画面中央のボタン「WEB アンケートに答える」をクリックして下さい。 

「はじめにお読み下さい」の内容を確認し、問題がなければ

「次へ」をクリックして下さい。 

表示された画面の指示に従って入力して下さい。 

主な設問事項    

社会保険等加入への確認・指導 

・加入確認の実態/未加入の場合の対応 

下請指導ガイドラインの認知度 

・法定福利費の内訳明示を見積提出条件とした提示の有無 

法定福利費の内訳明示した見積書の活用 

・下請企業に対する指導実態/下請企業からの提出有無 

・提出があった場合の対応 

注文者への提出有無 

・提出しなかった理由/提出の場合、発注企業の対応 

・見積書の提出形式 

 

 

入力されたアンケート内容を確認し送信して下さい。 
 
 

回答期限 ▼ ▼ ▼  平成 27 年 11 月 24 日(火) 17：00 

 

お問い合わせ 

アンケート事務局  

TEL:03-5259-9146 (平日 10:00-17:00)  

FAX:03-5259-6381 

 

WEB アンケートの入力方法 

入口ページ 

はじめに 

回答の提出 

回答・記入 



平成 27 年 11 月 2 日 

各建設企業の皆様 
国土交通省土地・建設産業局  
建設市場整備課 労働資材対策室  

 
社会保険未加入対策に関連したアンケート調査への御協力のお願い 

 

平素は、国土交通行政にご理解・ご協力をいただき誠にありがとうございます。 

さて、既にご承知のとおり、建設産業では関係者を挙げて雇用保険、健康保険、厚生年金保険の未加

入対策を総合的に進めているところです。 

今般、国土交通省では、社会保険未加入対策に関連したこれまでの施策の浸透状況や各建設企業の

取組状況を把握し、更なる社会保険等への加入徹底・法定福利費の確保方策等を検討していくため、

業務委託先である一般財団法人建設業振興基金を調査主体といたしまして、別添のとおりアンケート

調査を実施させていただくことといたしました。 

つきましては、大変お忙しい時期とは存じますが、本調査の趣旨をご理解いただき、別添の流れに

沿って、アンケートにご協力くださいますよう、何卒よろしくお願い申し上げます。 

なお、本調査は、建設業における社会保険未加入対策に関連する取組の進捗状況の把握を目的とし

たものです。調査結果は目的以外に使用することはなく、建設業法等の関係法令に基づく監督処分や

行政指導、立入検査等の対象となることもありません。また、調査の回答は統計的に処理したうえで

活用するため、回答企業が特定されるようなこともありませんので、ありのままをご回答いただきま

すようお願い致します。 

 

 

アンケート調査の回答方法等につきましては、別添をご覧下さい。 

 

 
＜担当＞ 
国土交通省土地・建設産業局 
建設市場整備課労働資材対策室 
労働適正化係長  高木 
tel 03-5253-8111 (内線：24828)/fax 03-5253-1555 
E-mail : takaki-h2ya@mlit.go.jp 
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実際に表示される設問画面は、回答者の状況により少しずつ異なります。以下は代表的な表示例

としてご覧下さい。 
  

WEBアンケートの画面イメージ 

http://www.yoi-kensetsu.com/shakai-r/ 
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回答終了 


